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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 65,289 △14.5 △3,444 ― △3,529 ― △28,827 ―
24年3月期 76,370 6.2 751 △78.3 383 △87.4 △3,374 ―

（注）包括利益 25年3月期 △28,854百万円 （―％） 24年3月期 △2,324百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △198.52 ― △122.7 △3.7 △5.3
24年3月期 △23.24 ― △8.7 0.4 1.0

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  29百万円 24年3月期  △88百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 82,944 11,796 11.7 67.06
24年3月期 105,487 40,173 35.3 256.64

（参考） 自己資本   25年3月期  9,737百万円 24年3月期  37,268百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 2,657 △2,094 2,977 5,463
24年3月期 △4,332 △5,521 7,654 1,822

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 2.50 2.50 363 ― 0.9
25年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 31,000 0.5 400 ― 200 ― 100 ― 0.69
通期 68,000 4.2 2,000 ― 1,300 ― 1,000 ― 6.89



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 162,682,420 株 24年3月期 162,682,420 株
② 期末自己株式数 25年3月期 17,477,279 株 24年3月期 17,464,495 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 145,214,521 株 24年3月期 145,210,795 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短
信（添付資料）２ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当連結会計年度のわが国経済は、昨年末までは、欧州での債務危機問題や新興国の景気減速、

超円高の継続で厳しい状況で推移しましたが、年明け以降は、円高の修正、金融政策に対する期

待感、株価上昇等の明るい兆しも見えてまいりました。 

このような状況のもと、当社グループは「トータル・ケーブル・テクノロジーの追求」を中長

期的ヴィジョンに掲げ、各事業において業容・収益拡大に取り組んでまいりましたが、前年度か

ら悪化したスチールコード部門の収益の回復が見られず、当社グループ全体の業績も厳しいもの

となりました。 

当連結会計年度における当社グループの売上高は、太陽光関連製品（ソーワイヤ・ワイヤソ

ー）をはじめとするスチールコード関連事業の売上が大幅に減少したことにより、売上高は

65,289百万円(前年同期比14.5％減)となりました。 

利益面でも、売上減により、営業損失は3,444百万円（前年同期は751百万円の利益）、経常損

失は3,529百万円（前年同期は383百万円の利益）となりました。当期純利益については、スチー

ルコード事業における事業構造改革費用24,176百万円等を特別損失に計上し、28,827百万円の損

失（前年同期は3,374百万円の損失）となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

(鋼索鋼線関連) 

国内向ロープ・ワイヤの販売数量は前年同期に比し減少しましたが、ベトナムにおけるエレベ

ータロープの販売数量は増加しております。 

その結果、当事業の売上高は26,131百万円となりました。 

 

(スチールコード関連) 

タイヤコードの販売数量は国内向がほぼ前期並みで推移したものの、輸出と中国においては減

少いたしました。 

ソーワイヤにおいては数量が減少し、価格も大幅に下落、ワイヤソーにおいては販売台数が激

減した結果、当事業の売上高は15,573百万円となりました。 

 

(開発製品関連) 

道路安全施設の売上は前年同期を下回りましたが、橋梁関連の売上が前年同期を上回り、当事

業の売上高は13,522百万円となりました。 

 

(不動産関連) 

売上高は前年同期とほぼ横這いの1,185百万円となりました。 

 

(その他) 

石油製品、産業機械（自動計量機・包装機）、粉末冶金製品の各部門で売上が伸び悩み、当事

業の売上高は8,877百万円となりました。 

 

②次期の見通し 

次期の連結業績は、前述のスチールコード事業の構造改革の他に、グループ全体における人件

費をはじめとする固定費の抜本的削減等の諸施策の実行により、通期連結業績は、売上高680億

円、営業利益20億円、経常利益13億円、当期純利益10億円と黒字転換する見通しとなっておりま

す。また第２四半期連結累計期間は、売上高310億円、営業利益４億円、経常利益２億円、当期

純利益１億円を見込んでおります。 
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スチールコード事業におきましては、厳しい事業環境が続くものと予想されます。日本、中国

ともに減損損失計上いたしましたが、引き続き当社の重要な生産拠点として、更なるコスト削減

に取り組むと同時に、新製品の開発・投入にも積極的に取組んでまいる所存であります。 

鋼索鋼線事業、開発製品事業におきましては、国内では平成24年度補正予算や平成25年度予算

で公共事業関係費が増額され、復興・防災対策にも重点が置かれており、当社製品が貢献する機

会が高まると予想されます。海外でも鋼索事業ではベトナム、開発製品事業ではロシア、カザフ

スタンでの成長が見込まれ、これらの需要を確実に捕捉してまいります。 

当社は、早急に業績の回復を実現するため、引き続き全社一体となって顧客ニーズにお応えし

た良質な製品の提供と同時に、コスト削減を推し進め、収益改善に尽力してまいります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

総資産は、固定資産の減損、棚卸資産の評価減による減少等により、前連結会計年度末と比べ

22,543百万円減少の82,944百万円となりました。 

負債については、借入金の増加等により、前連結会計年度末と比べ5,834百万円増加の71,147

百万円となりました。 

純資産については、株価上昇によるその他有価証券評価差額金の増加があったものの、当期純

損失を28,827百万円計上した結果、前連結会計年度末と比べ28,377百万円減少の11,796百万円と

なりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度比3,641百万円増加し、

5,463百万円になっております。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権や棚卸資産の減少等により2,657百万円の収

入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により2,094百万円の支出とな

りました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加等により2,977百万円の収入となりまし

た。 

 

（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 37.8 39.0 38.2 35.3 11.7

時価ベースの自己資本比率

（％） 
31.5 36.6 43.6 23.3 19.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 6.5 11.3 2.0 △7.3 13.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 5.6 3.2 18.4 △9.7 4.9

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としています。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主に対する利益還元について連結業績に応じた利益の配分を基本にしつ

つ、安定的な配当原資の確保と中長期的な事業環境の変化への備えとして内部留保を行っておりま

す。 

しかしながら、当期の期末配当金につきましては、多額の当期損失を計上することから、配当

実施は見送らせていただきます。 

 

また、次期の配当予想につきましても、配当財源を勘案いたしますと、配当を実施する状況に

は至らず、無配を継続せざるを得ない状況であります。当社といたしましては、業績回復に努め、

早期の復配を目指してまいります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、次のとおりで

あります。なお、以下の記述のうち、将来に関する事項は、当期末(平成25年３月31日)現在におけ

る当社グループの判断に基づくものであります。 

 

①景気の動向 

世界並びに日本経済の動向により、当社グループの主要需要業界であるタイヤ業界や建設業界

などの活動水準が影響を受けた場合には、当社グループの経営成績が影響を受ける可能性があり

ます。 

 

②競合のリスク 

当社グループの国内・海外における生産・販売活動における競争環境は厳しさを増しておりま

す。当社グループでは、継続的なコスト削減と同時に新製品の開発、新規事業の展開を推進して

おりますが、市場価格の低下が当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

③原材料などの供給リスク 

当社グループは主材料である線材や亜鉛・心綱等を購入しておりますが、いずれの材料も数社

の仕入先に依存しております。仕入先の業績不振、操業停止等に起因する原材料の供給停止や遅

延、また世界的な需給逼迫による仕入量の制約、鉄鉱石や原料炭の価格高騰に起因する鋼材価格

の上昇が当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④海外拠点におけるリスク 

当社グループは、海外に複数の事業拠点を有しておりますが、当該国における政治・経済的混

乱、疫病・テロといった社会的混乱、法的規制などにより、当社グループの事業活動が制約され

る可能性があります。 

 

⑤災害・事故等の発生 

当社グループの生産拠点において、地震・火災等の大規模な災害や設備事故等が発生した場合、

生産活動に支障をきたすことになり、その復旧費用を含め、当社グループの財政状態および経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥株価の下落 

当社グループは、取引先との中長期的な経営戦略を共有するために株式を保有しており、その

時価が下落した場合、当該株式について、減損処理が必要となる可能性があります。また、当社

は従業員の退職給付に関して、株価の下落により年金資産が目減りし、退職給付費用が増加する

可能性があります。 
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⑦取引先の信用リスク 

当社グループは、取引先に対して様々な形で信用供与を行っており、債権の回収が不可能にな

る等の信用リスクを負っております。これらのリスクを回避するため、当社グループでは取引先

の信用状態に応じて、信用限度額の設定や必要な担保・保証の取得等の対応策を講じております。

しかし、取引先の信用状態の予期せぬ悪化や経営破綻等により債権が回収不能となった場合には、

当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧固定資産の減損に関するリスク 

当社グループは、多額の固定資産を所有しており、経営環境の変化などに伴う収益性の低下に

より投資額の回収が見込めなくなった場合には、その回収可能性を反映させるように固定資産の

帳簿価額を減額し、その減少額を減損損失とすることになるため、当社グループの財政状態およ

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑨訴訟などのリスク 

当社グループでは、コンプライアンスの徹底に努めておりますが、法令違反等の有無に関わら

ず、万が一当社グループに対する重要な訴訟等が提起された場合には、当社グループの財政状態

および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑩環境リスク 

当社グループは、事業活動により発生する廃棄物や有害物質等について、環境関連法令の適用

を受け、適切に処理しておりますが、今後、ＣＯ₂排出規制をはじめ、環境基準等が強化された

場合には、新たな対策費用の発生や操業停止等により、当社グループの財政状態および経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑪知的財産権 

当社グループは、新製品開発を通じて多くの新技術やノウハウを生み出しており、これらの知

的財産を特許出願し、権利保護と経営資源としての活用を図っております。しかし、当社グルー

プの知的財産権への無効請求、第三者からの知的財産権侵害等が当社グループの財政状態および

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑫法的規制などに関するリスク 

当社グループは、国内外での事業において各国の法的規制を受けており、コンプライアンス、

財務報告の適正性確保をはじめ、適切な内部統制システムを構築・運用しておりますが、将来法

令違反等が発生する可能性は皆無ではなく、また法規制等の変更により、法令遵守のための費用

が発生し、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２．経営方針 

当社グループは、グローバル市場における競争力強化施策の実行と成長戦略の展開により、収益

力と財務体質の強化を図り、お客様の視点に立ったサービスの提供をベースに、21世紀においても

社会に一層貢献できる企業価値の高い会社を目指します。 

中長期的ヴィジョンとして、当社グループでは「トータル・ケーブル・テクノロジーの追求」掲

げております。 

当社は、ワイヤ、ワイヤロープ及び繊維ロープとそれらの派生商品（エンジニアリング事業等）

を広範に保持し、日本のあらゆる産業へ提供する中で、技術を蓄積してきました。これに加え診断

技術等のソフト面やカーボンファイバー等異素材の技術開発にも取組んでおります。 

これを踏まえ当社は、ケーブルに関して様々な対応が可能な世界的にもユニークかつ競争力ある

サプライヤーとして、新たな成長のステージに挑戦してまいります。 
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,857 5,499

受取手形及び売掛金 19,384 15,733

商品及び製品 5,196 4,608

仕掛品 7,443 3,853

原材料及び貯蔵品 4,154 3,705

繰延税金資産 1,043 985

その他 1,335 1,241

貸倒引当金 △36 △199

流動資産合計 40,378 35,427

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 13,669 8,943

機械装置及び運搬具（純額） 13,697 4,754

土地 21,166 19,862

リース資産（純額） 1,176 1,136

建設仮勘定 1,936 150

その他（純額） 804 312

有形固定資産合計 52,450 35,159

無形固定資産 609 318

投資その他の資産   

投資有価証券 6,593 8,055

繰延税金資産 2,867 1,543

その他 3,025 4,229

貸倒引当金 △453 △1,802

投資その他の資産合計 12,032 12,025

固定資産合計 65,092 47,503

繰延資産 15 12

資産合計 105,487 82,944
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,394 13,354

短期借入金 19,826 29,061

未払費用 2,081 2,998

賞与引当金 891 781

その他 3,330 3,716

流動負債合計 38,525 49,912

固定負債   

長期借入金 11,702 7,142

リース債務 1,617 1,590

繰延税金負債 52 34

再評価に係る繰延税金負債 5,788 5,326

退職給付引当金 4,763 4,285

役員退職慰労引当金 159 184

資産除去債務 519 527

長期前受収益 13 10

その他 2,172 2,133

固定負債合計 26,787 21,235

負債合計 65,313 71,147

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,074 15,074

資本剰余金 8,575 8,574

利益剰余金 6,290 △22,058

自己株式 △3,271 △3,272

株主資本合計 26,668 △1,682

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 482 975

繰延ヘッジ損益 1 －

土地再評価差額金 10,851 10,009

為替換算調整勘定 △733 435

その他の包括利益累計額合計 10,600 11,420

少数株主持分 2,905 2,059

純資産合計 40,173 11,796

負債純資産合計 105,487 82,944
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 76,370 65,289

売上原価 64,022 57,864

売上総利益 12,348 7,425

販売費及び一般管理費 11,597 10,869

営業利益又は営業損失（△） 751 △3,444

営業外収益   

受取利息 34 29

受取配当金 127 197

為替差益 － 153

貸倒引当金戻入額 37 4

補助金収入 67 31

その他 287 245

営業外収益合計 553 661

営業外費用   

支払利息 441 535

為替差損 73 －

その他 405 211

営業外費用合計 920 747

経常利益又は経常損失（△） 383 △3,529

特別利益   

投資有価証券売却益 4 530

特別利益合計 4 530

特別損失   

投資有価証券売却損 30 0

投資有価証券評価損 11 2

災害による損失 76 －

補償修理費用 721 －

事業構造改革費用 3,487 24,176

その他 14 1,422

特別損失合計 4,341 25,600

税金等調整前当期純損失（△） △3,953 △28,599

法人税、住民税及び事業税 615 436

法人税等調整額 △1,291 688

法人税等合計 △675 1,125

少数株主損益調整前当期純損失（△） △3,277 △29,724

少数株主利益又は少数株主損失（△） 96 △897

当期純損失（△） △3,374 △28,827
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △3,277 △29,724

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 312 492

繰延ヘッジ損益 0 △1

土地再評価差額金 845 △841

為替換算調整勘定 △208 1,120

持分法適用会社に対する持分相当額 2 99

その他の包括利益合計 952 870

包括利益 △2,324 △28,854

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △2,425 △28,007

少数株主に係る包括利益 100 △846
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 15,074 15,074

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,074 15,074

資本剰余金   

当期首残高 8,574 8,575

当期変動額   

自己株式の処分 1 △0

当期変動額合計 1 △0

当期末残高 8,575 8,574

利益剰余金   

当期首残高 10,095 6,290

当期変動額   

剰余金の配当 △362 △363

当期純損失（△） △3,374 △28,827

土地再評価差額金の取崩 － 841

連結範囲の変動 △68 －

当期変動額合計 △3,805 △28,349

当期末残高 6,290 △22,058

自己株式   

当期首残高 △3,284 △3,271

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △2

自己株式の処分 17 1

当期変動額合計 12 △0

当期末残高 △3,271 △3,272

株主資本合計   

当期首残高 30,459 26,668

当期変動額   

剰余金の配当 △362 △363

当期純損失（△） △3,374 △28,827

土地再評価差額金の取崩 － 841

自己株式の取得 △5 △2

自己株式の処分 19 1

連結範囲の変動 △68 －

当期変動額合計 △3,791 △28,350

当期末残高 26,668 △1,682
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 170 482

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 312 492

当期変動額合計 312 492

当期末残高 482 975

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 0 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 1 －

土地再評価差額金   

当期首残高 10,005 10,851

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 845 △841

当期変動額合計 845 △841

当期末残高 10,851 10,009

為替換算調整勘定   

当期首残高 △524 △733

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △209 1,169

当期変動額合計 △209 1,169

当期末残高 △733 435

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 9,651 10,600

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 948 819

当期変動額合計 948 819

当期末残高 10,600 11,420

少数株主持分   

当期首残高 2,804 2,905

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 100 △846

当期変動額合計 100 △846

当期末残高 2,905 2,059
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 42,915 40,173

当期変動額   

剰余金の配当 △362 △363

当期純損失（△） △3,374 △28,827

土地再評価差額金の取崩 － 841

自己株式の取得 △5 △2

自己株式の処分 19 1

連結範囲の変動 △68 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,049 △26

当期変動額合計 △2,741 △28,377

当期末残高 40,173 11,796

12

東京製綱㈱（５９８１）　平成25年3月期　決算短信



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △3,953 △28,599

減価償却費 3,911 3,500

のれん償却額 35 38

貸倒引当金の増減額（△は減少） 26 166

賞与引当金の増減額（△は減少） △125 △110

退職給付引当金の増減額（△は減少） 462 △385

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20 30

受取利息及び受取配当金 △161 △226

支払利息 441 535

持分法による投資損益（△は益） 88 △29

投資有価証券売却損益（△は益） 25 △530

投資有価証券評価損益（△は益） 11 2

災害による損失 76 －

補償修理費用 721 －

事業構造改革費用 3,487 24,176

その他の特別損益（△は益） 14 1,422

売上債権の増減額（△は増加） △2,534 2,711

たな卸資産の増減額（△は増加） △714 939

その他の資産の増減額（△は増加） △157 178

仕入債務の増減額（△は減少） △3,828 678

前受金の増減額（△は減少） △1,062 △181

未払消費税等の増減額（△は減少） 198 18

その他の負債の増減額（△は減少） 607 △214

小計 △2,408 4,121

利息及び配当金の受取額 161 226

利息の支払額 △440 △540

特別退職金の支払額 － △725

役員退職慰労金の支払額 △32 △15

災害損失の支払額 △337 －

補償修理費用の支払額 △713 －

法人税等の支払額 △560 △409

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,332 2,657
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △15 △1,073

投資有価証券の売却による収入 26 1,258

関係会社出資金の払込による支出 △74 △25

関係会社株式の取得による支出 △1,131 －

貸付けによる支出 △167 △119

貸付金の回収による収入 161 62

有形固定資産の取得による支出 △5,030 △2,753

有形固定資産の売却による収入 851 656

その他 △140 △101

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,521 △2,094

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,107 4,237

長期借入れによる収入 4,277 551

長期借入金の返済による支出 △2,617 △886

信託長期預け金の返還による収入 1,029 －

建設協力金の返済による支出 △2,400 －

配当金の支払額 △362 △362

自己株式の売却による収入 19 1

自己株式の取得による支出 △5 △2

リース債務の返済による支出 △394 △561

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,654 2,977

現金及び現金同等物に係る換算差額 △58 102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,257 3,641

現金及び現金同等物の期首残高 3,480 1,822

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 599 －

現金及び現金同等物の期末残高 1,822 5,463
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 15社 

連結子会社の名称 

東京製綱繊維ロープ㈱、東綱橋梁㈱、赤穂ロープ㈱、日本特殊合金㈱、㈱新洋、東綱商事㈱、

トーコーテクノ㈱、長崎機器㈱、㈱東綱ワイヤロープ東日本、㈱東綱ワイヤロープ西日本、東

京製綱海外事業投資㈱、東京製綱(常州)有限公司、東京製綱ベトナム有限責任会社、東京製綱

(常州)機械有限公司、東京製綱マレーシア株式有限責任会社 

(2)主要な非連結子会社名 

東京製綱テクノス㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社11社の合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

②持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した関連会社数 ２社 

会社等の名称 江蘇東綱金属製品有限公司、江蘇法爾勝纜索有限公司 

江蘇東綱金属製品有限公司及び江蘇法爾勝纜索有限公司の決算日は12月31日であり、連結財

務諸表を作成するに当たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の主要な会社等の名称 

東京製綱テクノス㈱、東洋製綱㈱ 

非連結子会社11社及び関連会社４社については、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

③連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社である東京製綱(常州)有限公司、東京製綱ベトナム有限責任会社、東京製綱(常州)

機械有限公司及び東京製綱マレーシア株式有限責任会社の決算日は12月31日であり、連結財務諸

表を作成するに当たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。なお、他の連結子会社の決算日は３月31日で

あります。 

 

④会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

1)有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。(評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

②時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法により評価しております。 

2)たな卸資産 

主として総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)により評価しておりま

す。 
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(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

1)有形固定資産 

①リース資産以外の有形固定資産 

当社は主として定率法によっております。 

賃貸資産の一部及び平成10年４月１日以降取得の建物(建物付属設備を除く)は定額法によ

っております。 

連結子会社は主として定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ３～50年 

機械装置及び運搬具  ２～15年 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

2)無形固定資産 

定額法によっております。ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 

(3)繰延資産の処理方法 

1)開業費 

５年で均等償却しております。 

2)株式交付費 

３年で均等償却しております。 

(4)重要な引当金の計上基準 

1)貸倒引当金 

債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額により計上しております。 

3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)に

よる按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数(11

年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。 

4)役員退任慰労引当金 

役員の退任慰労金の支払に備えるため、役員退任慰労引当金規程に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上しております。 

(5)連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。但し、振当処理の要件を満たしている為替予約については

振当処理を、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しており

ます。 
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2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

為替予約、金利スワップ 

②ヘッジ対象 

外貨建債権債務及び外貨建予定取引、借入金 

3)ヘッジ方針 

外貨建金銭債務等の為替変動リスク、借入金の金利変動リスクを管理するためデリバティブ取

引を導入しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

4)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性を判定しており

ます。 

ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しており

ます。 

(7)のれんの償却方法及び償却期間 

金額に重要性のない場合は発生年度で全額償却し、重要性のある場合は、その効果の発現す

る期間にわたって均等償却を行うこととしております。 

(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、要求払預金

及び取得日から３カ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

(9)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

 

（７）会計方針の変更等 

(会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更) 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。 

これによる、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響

は軽微であります。 

 

（８）未適用の会計基準等 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日) 

「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日) 

①概要 

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差

異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充

を中心に改正されたものです。 

②適用予定 

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改

正については、平成27年３月期の期首より適用予定です。 

③当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。 
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（９）連結財務諸表に関する注記事項 

(セグメント情報) 

①報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについ

て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「鋼索

鋼線関連」、「スチールコード関連」、「開発製品関連」及び「不動産関連」の４つを報告セグ

メントとしております。 

 

事業区分 主要製品 

鋼索鋼線関連 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、繊維ロープ、網 

スチールコード関連 タイヤ用スチールコード、ソーワイヤ、ワイヤソー、金属繊維 

開発製品関連 道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計・施工 

不動産関連 不動産賃貸 

 

②報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益は及び

振替高は市場実勢価格に基づいております。 
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③報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 

 
鋼索鋼線 
関連 

スチール 
コード 
関連 

開発製品
関連 

不動産
関連 

計 

その他
(注) 

合計 調整額 
連結財務
諸表 
計上額

売上高     

 外部顧客への売上高 27,495 26,047 12,675 1,171 67,390 8,980 76,370 － 76,370

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

147 － 135 － 283 1,245 1,528 △1,528 －

計 27,643 26,047 12,811 1,171 67,673 10,226 77,899 △1,528 76,370

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

1,136 △1,289 △65 503 284 466 751 － 751

セグメント資産 36,075 40,834 11,614 10,449 98,973 4,929 103,902 1,585 105,487

その他の項目     

 減価償却費 1,069 2,148 190 336 3,745 166 3,911 － 3,911

 持分法適用会社への 
 投資額 

－ － 959 － 959 － 959 － 959

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の 
 増加額 

615 4,567 584 － 5,767 190 5,958 － 5,958

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械事業、粉末冶

金事業及び石油事業を含んでおります。 

 

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 

 
鋼索鋼線 
関連 

スチール 
コード 
関連 

開発製品
関連 

不動産
関連 

計 

その他
(注) 

合計 調整額 
連結財務
諸表 
計上額

売上高     

 外部顧客への売上高 26,131 15,573 13,522 1,185 56,411 8,877 65,289 － 65,289

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

174 － 179 － 354 1,043 1,397 △1,397 －

計 26,305 15,573 13,702 1,185 56,766 9,921 66,687 △1,397 65,289

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

1,051 △5,235 153 351 △3,678 234 △3,444 － △3,444

セグメント資産 35,728 15,942 12,479 10,189 74,339 4,988 79,328 3,962 83,290

その他の項目     

 減価償却費 967 1,815 199 338 3,320 179 3,500 － 3,500

 持分法適用会社への 
 投資額 

－ － 1,088 － 1,088 － 1,088 － 1,088

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の 
 増加額 

1,223 1,033 378 25 2,660 212 2,872 － 2,872

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械事業、粉末

冶金事業及び石油事業を含んでおります。 
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（１株当たり情報） 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成25年３月31日) 

１株当たり純資産額(円) 256.64 67.06 

１株当たり当期純損失金額(△)(円) △23.24 △198.52 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額(円) － － 

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であるた

め記載しておりません。 

 

２  １株当たり当期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 
 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成25年３月31日) 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失(△)(百万円) △3,374 △28,827 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △3,374 △28,827 

普通株式の期中平均株式数(株) 145,210,795 145,214,521 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額(百万円) － － 

普通株式増加数(千株) － － 

(うち新株予約権)(株) (－) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

－ 

 

３  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

項目 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 40,173 11,796 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 2,905 2,059 

(うち少数株主持分)(百万円) (2,905) (2,059)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 37,268 9,737 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(株) 

145,217,925 145,205,141 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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